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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

• 人口 40,737人(H17.3.31)

• 市職員数 370人(H17 4 1)• 市職員数 370人(H17.4.1)

• 年間予算 約160億円

• 建物被害 全壊647棟，大規模半壊361棟

半壊2,349棟，一部損壊7,768棟

3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト効果的な行政対応態勢の確立：一元的危機管理対応体制の確立【重川チーム】

被災者生活再建にかかわる災害対応業務分析 2009.02.27

3



2004新潟県中越地震小千谷市のケース

• 平成15年度 歳入総額 16,528,994千円平成 5年度 歳入総額 6,5 8,99 千円

市税 5,152,352千円(３１％)

地方交付税 4,327,542千円(２６％)

地方債 1,790,800千円(１１％)
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

平成16年10月23日地震発生

歳入総額(千円) 歳出総額(千円)

平成15年度 16,528,997 15,945,285

平成16年度 23,337,727 20,546,914

増減(千円) 6,808,730 4,601,629

普通会計決算
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

歳入変化

平15年度(千円) 平16年度(千円) 増減(千円)

市税 5 152 352 5 072 892 79 460市税 5,152,352 5,072,892 -79,460

普通交付税 3,691,319 3,548,269 -143,050

特別交付税 636,223 4,220,369 3,584,146

県支出金 706,383 2,291,104 1,584,721

地方債 1,790,800 2,541,300 750,500

＋約60億円
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

災害救助費

事業費合計(千円) うち一般財源(千円)

平成 年度平成16年度 1,769,568 140,204

平成17年度 1 522 562 428 788平成17年度 1,522,562 428,788

平成18年度 580 204 194 993平成18年度 580,204 194,993

計 3 872 334 763 985計 3,872,334 763,985

救助費の80％は仮設住宅(阪神・淡路大震災時)
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

災害廃棄物処理事業費

事業費合計(千円) うち 般財源(千円)事業費合計(千円) うち一般財源(千円)

平成16年度 493 507 210 507平成16年度 493,507 210,507

平成17年度 1 748 287 665 049平成17年度 1,748,287 665,049

平成18年度 1 263 313 664 800平成18年度 1,263,313 664,800

計 3 505 107 1 540 356計 3,505,107 1,540,356
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

災害廃棄物処理事業

● 事業期間 平成16年11月21日～平成18年10月21日

● 解体想定棟数 2,632棟(住2,266棟， 非住366棟)

（全壊＋大規模半壊＋1／2半壊）（全壊 大規模半壊 ／ 半壊）

● 処理瓦礫量 279,500 ｔ

棟あたり発生 礫量● 1棟あたり発生瓦礫量 106 ｔ

● 事業費合計 3,505,107千円

● 1棟あたり事業費 133万円(査定額160万円)
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

住宅 急修 度住宅応急修理制度

● 事業期間 平成16年11月1日～平成17年3月31日

● 制度利用件数 １，４６７件

● １件あたり作成書類● １件あたり作成書類

A4版１５枚

●作成書類総頁２０，０００枚
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2004新潟県中越地震小千谷市のケース

市職員時間外勤務状況

25000
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20000

25000
費用 273,225千円(＠2,400円)

最高時間数 160時間(人・月)

（Ｈ17年8月までつづく）

21,439h

15000

間

（Ｈ17年8月までつづく）

14,942h

10000

時
間

5000

0

H
1
6
.1

0

1
1
月

1
2
月

H
1
7
.1

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

1
1
月

1
2
月

Ｈ
1
8.

1

2
月

3
月

4
月

5
月

6
月

7
月

8
月

9
月

1
0
月

3. 広域的危機管理・減災体制の構築に関する研究

首都直下地震防災・減災特別プロジェクト効果的な行政対応態勢の確立：一元的危機管理対応体制の確立【重川チーム】

被災者生活再建にかかわる災害対応業務分析 2009.02.27

11



2004新潟県中越地震小千谷市のケース

他都市応援職員数

業務種別 期間 延べ人数(人日)
避難所運営 H16 10 31～H16 12 25 １ ５２２避難所運営 H16.10.31 H16.12.25 １，５２２

保健師 H16.10.28～H16.12.27 １，４７９

建物被害・り災証明 H16.10.26～H17.4.30 １，２３１

相談窓口業務 H16 11 17 H16 12 25相談窓口業務 H16.11.17～H16.12.25 ６６１

災害廃棄物処理 H16.11.2～H16.12.27 １，２６９

計 ６，１６２人日

費用 216 000千円(＠35 000円)

災害廃棄物処 １，２６９
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研究の進め方研究の進め方

①業務の全体像を俯瞰 イメ ジする①業務の全体像を俯瞰･イメージする

• 災害対応経験者を対象としたエスノグラフィー調査の実施と対
応プロセスの把握応プロセスの把握

②業務遂行手順の検討

• エスノグラフィー調査結果に基く処理手順の解明とヒアリング調
査による補足

③業務遂行の背景となった要因，決断に至った理由

• エスノグラフィー調査結果から暗黙知の抽出

④作成した書類，帳票の付与
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研究の進め方研究の進め方

事例 対象 内容事例 対象 内容

阪神･淡路大
震災

神戸市 業務ごとに実施したエスノグラフィー調査結果
の活用震災 の活用

新潟県中越 小千谷市 業務ごとに実施したエスノグラフィー調査実施
地震 災害対応状況の参与観察結果

作成書類･帳票等収集

能登半島地
震

輪島市

穴水町

業務ごとに実施したエスノグラフィー調査実施

災害対応状況の参与観察結果

作成書類･帳票等収集作成書類･帳票等収集

新潟県中越
沖地震

柏崎市 建物被害認定調査対応状況の参与観察結果
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①対応プロセス理解のための災害エスノグラフィー作成
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①対応プロセス理解のための災害エスノグラフィー作成
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②業務遂行手順の理解

1 ゴミ処理施設被害調査の実施 焼却処理場の被害把握・残存処理能力確認

不燃物処理場の被害把握・残存処理能力確認

ゴミ処理施設復旧時期の予測

2 ゴミ発生量の推計 避難所からのごみ発生量の推計

在宅地域からのゴミ発生量の推計

粗大ゴミ発生量の推計

3 ゴミ処理計画の策定 家庭系(一般廃棄物）震災ゴミの処分方針決定 分別方法の決定3 ミ処理計画の策定 分別方法の決定

処理方法の決定 焼却処分対象ゴミ処理方法の策定 焼却処分品目の検討

焼却処分場の確保

埋め立て処分対象ゴミ処理方法の策定 埋め立て受け入れ先の確保

埋め立て受け入れ先の処理能力の把握

ゴミ破砕機の確保ゴミ破砕機の確保

リサイクル処分対象ゴミ処理方法の検討 リサイクル対象品目の受け入れ先の確保

缶・瓶・ペットボトルの受け入れ先確保

収集順位の検討 衛生面を配慮した優先収集品目の検討 生ゴミ・容器包装プラスチックの優先収集

安全面を配慮した収集方法の検討
被災者の生活回復を配慮した収集計画の策定 1 ガラス 陶器類の収集被災者の生活回復を配慮した収集計画の策定 1.ガラス・陶器類の収集

2.ストーブ等やや大きめの収集

3.箪笥・布団など大物の特別収集

集積場，仮置き場，最終処分場の検討

受け入れ先の処理条件に合わせた分別方法の検討

事業所系(産業廃棄物)震災ゴミの処分方針決定 費用負担等処理方針の決定

対象品目・収集時期・集積場所の検討

4 ゴミ仮置き場の確保 必要面積の算定

候補地のリストアップ

候補地管理担当との交渉
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②業務遂行手順の理解

環境対策の検討 水質検査の実施

5 ゴミ収集・処理体制の確保 人員・車両の確保 委託業者･許可業者の動員

他都市応援の要請他都市応援の要請

日々の配車計画の策定 発生ごみ量・種類の予測

稼動可能車両数の把握

動員可能人員数の把握

収集・運搬・搬入ルートの検討 幹線道路情報収集 災害対策本部からの情報収集

生活道路情報収集 ごみ収集車両からの情報収集生活道路情報収集 ごみ収集車両からの情報収集

6 ゴミ処理計画の見直し 処理施設復旧状況に伴う収集計画の見直し

応援活動に伴う収集計画の見直し

7 応援活動の受け入れ 県を通じた応援要請実施

直接申し入れの応援受付

応援自治体･車両･人員リスト作成

地理不案内への対応 地元業者と組み合わせた配車計画策定

収集場所・搬入路地図作成

応援引き上げ時期の検討

8 住民への広報 市報を通じた広報計画策定 収集品目と収集スケジュールの決定民

チラシ・回覧板等による広報計画策定 収集場所の決定

説明会による広報計画策定 ゴミ出し分別方法の決定

その他注意事項の決定

9 苦情処理対応 苦情処理体制の検討 担当者の選定 2ヶ月間は昼間仕事にならないほど苦情電話が殺到

対応記録表の作成 家庭系ゴミ処理が一段落すると嘘のように静かになる対応記録表の作成 庭

対応方針(マニュアル）作成

担当者に対する最新情報提供
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③背景となった要因，決断に至った理由(暗黙知の共有)

該当項目 理由･背景など

3-1-2-3
ペットボトルや缶、瓶など、いわゆる不燃物関係についても、係長、補佐が中心になって、

ボ 資受け入れ先をいろいろ探してくれました。缶、瓶、ペットボトルについては、資源として再利
用できるところで受け入れてくれるところを探して、そちらのほうに徐々に運び始めたり、
不燃物については、運び込んだ後、破砕して金属類、いわゆる資源になるようなものを除
いた後、処分場のほうに残渣だけを運び込むような形で処理ができるようになりました。いた後、処分場のほうに残渣だけを運び込むような形で処理ができるようになりました。

3-1-3-1

２日間で、とてもそのやり方ではだめだということで、３日めの土曜日から衛生面を考えま日間で、とてもそのやり方ではだめだと う とで、 日めの 曜日から衛生面を考えま
した。生ごみや不燃ごみもありますが、土曜日から始めたのは燃やすごみと容器包装プラ
スチックだけでした。

3-1-3-2

応援に来たプレスのパッカー車で煙が出たり火が出たということが４回か５回ぐらいありま
した。初めての経験でした。やはり危ないです。ガスが復旧していないので、ガスボンベと

ン を配りますね 使い切 ていなくて それらをみんなごみで出すわけです それでコンロを配りますね。使い切っていなくて、それらをみんなごみで出すわけです。それで、
プレスパッカーの中で圧縮をかけると、何かの拍子でそれに火がついて。一度はその不
燃の山から火が出ました。ボランティアさんにお願いして、ボンベの見えるものはみんな取
りましたけれども、重機でこうやったりしているときに火花が出たりしてボンベに火がつく。
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りましたけれども、重機で うやったりしているときに火花が出たりしてボン に火が く。



③背景となった要因，決断に至った理由(暗黙知の共有)

該当項目 理由･背景など

3-1-3-3

回収を始めた当初は、生ごみ系統を中心にごみの発生量が非常に多かったのですが、し
ばらくすると変わ 燃 すね 地震 壊れたも が非常 多 家財 関係ばらくすると変わって、不燃ですね。地震で壊れたものが非常に多いので、家財の関係で
壊れたものが非常にたくさん出るようになりました。

3-1-3-33 1 3 3

一時期のパニック状態が落ち着くと、今度はある程度大きいものです。いちばん最初に
やったのがガラス・陶磁器類の回収です。それに続いてストーブとか金属類のちょっと大
物だけをやりました。そこが一段落したら、たんすや布団など、非常にいっぱいありますの
で それらを特別収集ということで２回に分けてやりましたで、それらを特別収集ということで２回に分けてやりました。

3-1-5
処理場が稼働できない以上、受け入れ先の条件に合うような形でごみを収集できなけれ
ば ご はたまる 方 なります 搬出 きる状態 ご を集め うと う と やば、ごみはたまる一方になります。搬出できる状態でごみを集めようということでやってい
ました。

3-2
お店屋さんが出されるケ スがあります 聞けば 「いや 家庭のやつです」と言うのでしょお店屋さんが出されるケースがあります。聞けば、「いや、家庭のやつです」と言うのでしょ
うけれども、明らかにそういうものがたくさん出ます。あとは「ごちゃ満載」になったごみ、分
別できていないごみがどうしても出ます。それはどうしたらいいか、なんで持っていかない
とか。お店屋さんから出るものは、一般の家庭ごみとは別に、事業所系ということで有料
になるのです
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になるのです。



③背景となった要因，決断に至った理由(暗黙知の共有)

該当項目 理由･背景など

5-15 1
当初は、次の日の収集をどういう形でやるかというので、朝方になってやっとできました。
それを持って、応援車両の集合場所等あるので、そこで業者のほうに「こういう収集で」と
お願いしたりしました。その後も１週間単位で応援の車にどこに回ってもらうかという配車
の関係で苦労しました 全然土地勘のないかたが来られますので しょうがないですけれの関係で苦労しました。全然土地勘のないかたが来られますので、しょうがないですけれ
ども。

9-1

一段落すると、目の前のごみを早く片付けろと。何でもいいから早く片付けろと。「家屋の
関係はとりあえずちょっと待っていてください」というお願いをしても、みんな出されるわけ
です。そして、「なんで置いていった」とか、苦情です。茶わん関係の陶磁器類が出ます
ね 「できるだけ一度に出さないで ずっと続くので分けて出してください」と言っても たくね。「できるだけ 度に出さないで、ずっと続くので分けて出してください」と言っても、たく
さん出ます。そして、収集に時間がかかって、「まだ来てない」と。

9-1

不燃関係の収集を始めるので、その前までに出された「ごちゃ満載」に出されたゴミも仕方
ないから一度目をつぶって全部片付けようと。片付けたらまた電話が来て、「私たちは協
力しているのに何でこういうごみを集めるのですか」と。いろいろです。
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③背景となった要因，決断に至った理由(暗黙知の共有)

該当項目 理由･背景など

9-1

集めれば集めたで、きちんと協力している人は、「協力してないのを集めるのだったら協力
はもうしませんよ」と。当然ですね。それで、うちのほうはもうだめだなと思って、いったん
集めないようにしようと。いろいろあります。11月いっぱいは仕事にならないほど電話がか
かってくるような状況が続いたし、12月に入ってもまだ鳴りっぱなしです。後半になれば、
今度は家屋関係のごみの処理をどうするかという話が来ます。片付いてしまえば、あとは
全然何も来ません。とにかく目の前からなくなってみれば何もないのですけれども。

9-1

私どもも守らないものは集めませんでした。集めないのではなく、「こういう形で集めてい
るので協力してください」と そうでなくても 災害なのだから何でもいいではないかと みるので協力してください」と。そうでなくても、災害なのだから何でもいいではないかと、み
んなそういうふうになります。それを一度やると、せっかくずっと分別してきた今の収集の
実績が、ここへ来てすぐ没になってしまいます。「震災ごみ」という名前をつけてしまうと、
何でもいい、何でも震災ごみだということになってしまう。

9-1
　いつも話をしているのですが、片付けて「ありがとう」と言われることはほとんどない
（笑） 怒られることばかり（笑）
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（笑）。怒られることばかり（笑）。
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首都直下地震の特殊性を前提とし、被災者の生活再
建支援に資する対応策のあり方の枠組みを構築し、
実現可能性のフィージビリティを検証する。

・生活再建支援策全体の一貫性確保の必要性

・自治体に加え保険業界や建設業界など生活再建に関わるステークホル

ダ の地震時の業務分析と役割分担のあり方検討ダーの地震時の業務分析と役割分担のあり方検討

・行政間連携、専門技術別間連携、異業種間連携を統合的に運用するガバ

ナンス確立ナンス確立

・建物被害認定手法（自己診断調査・非木造集合住宅調査）のあり方

・被災者生活再建支援法にかわる支援策のあり方健闘被災者生活再建支援法にかわる支援策のあり方健闘

・自力再建可能層に対する支援策のあり方検討

・階層別被災者相談窓口業務のあり方検討
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